
平成28年度　大磯町人口ビジョン・総合戦略評価シート

ＡＣＴＩＯＮ

町評価

指標 基準値 目標値 H28 H29（見込） H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

入込観光客数
85.8万人

(H26)
100万人 86万人 90万人

民間団体による観
光関連事業数

30回
(H27)

45回 39回 40回 Ｂ

　町内の名所に新たに設置し
たオブジェを活用したオブ
ジェめぐりなど、観光関連事
業数は増加している。

　引き続き、団体間の新たな
繋がりが生まれるような、町
民主導のイベント実施に向け
た支援を行う。

町有観光施設来場
者数

39,828人
(H27)

48,000人 48,721人 49,000人 Ａ
　ポートハウスてるがさきの
通年利用の開始により、来場
者数が増加している。

　鴫立庵及びポートハウスて
るがさきについて、指定管理
者との連携を密にし、引き続
き施設の有効活用を促進す
る。

事
業
２

大磯港みなとオア
シス事業による交
流の促進

◆みなとを通年で集い楽
しむ仕組みづくりの推進

大磯港県営駐車場
利用台数

73,863台
(H27)

81,000台
・大磯港みなとオアシ
ス推進事業 - 87,285台 89,000台 Ａ

　圏央道の開通や国道134号線
の４車線化により、多方面か
らの来場者が増加している。

 地域交流や物品販売などの賑
わい創出の機能を有し、みな
とオアシスの中核となる「賑
わい交流施設」の整備に向け
た手続きを進め、通年で集え
る場を整備し、来場者数の増
加に結び付けていく。

事
業
３

自転車ネットワー
クの整備

◆広域的自転車ネット
ワークの環境整備
◆来訪者の回遊性向上を
生み出す仕組みづくり

ポートハウスてる
がさき利用者数

18,566人
(H27)

20,000人
・国府本郷23号線整備
事業

②
⑤

26,395人 27,000人 Ａ
　ポートハウスてるがさきが
年間利用になったため、利用
者数が大幅に増加している。

　ポートハウスてるがさきの
指定管理が始まるため、民間
の発想を生かした指定管理者
の自主事業により、利用者を
増加させていく。

◆数値目標は横ば
いの状況にある
が、平成29年４月
に旧吉田茂邸が一
般公開されたこと
によって、今後は
数値目標の達成に
大きく前進すると
思われる。KPIの推
移は順調であるこ
とから、これまで
の方向性に沿って
事業を継続して実
施し、今後の明治
150年、東京2020オ
リンピック・パラ
リンピック競技大
会等の契機を逃さ
ぬよう取り組んで
いく。

◆各事業ごとのKPI
の向上が数値目標
の向上に結びつい
ていないことか
ら、指標の設定が
適切であるか、目
標値が適切である
かを検証する。

事
業
１

地域資源を生かし
た観光の振興

◆「交流」「自然」
「食」「文化」を楽しむ
体験型プログラムの創出
◆観光環境の整備と地域
に対する愛着や誇りの心
の涵養

・新たな観光の核づく
り事業
・公園トイレ整備事業
・郷土資料館リニュー
アル事業
・郷土資料館施設整備
事業
・旧東海道松並木（大
磯高麗１号線））整備
事業
・旧吉田邸再建事業
・（仮称）西久保休憩
施設整備事業
・鴫立庵整備事業

①
⑤

戦
略
１
　
大
磯
へ
の
新
し
い
ひ
と
の
流
れ
を
つ
く
る

◆交流人口拡大を
基点とした大磯定
住への布石

　都心に近接しな
がら豊かな自然環
境や湘南発祥の地
として歴史的・文
化的に魅力ある地
域資源に恵まれて
いる大磯町は、交
流人口を拡大さ
せ、新たなひとの
流れを生み出す可
能性を備えていま
す。町の地域資源
を最大限活用し、
町外へ発信するこ
とで、大磯に憧
れ、訪れたくな
る、活気に満ち溢
れた地域を創出し
ます。
　また、県の新た
な観光の核づくり
プロジェクトと連
携しながら、大磯
の魅力を浸透さ
せ、来訪者、移住
希望者に選ばれる
まちづくりをめざ
します。

■大磯を訪れたい
交流人口の増加

■地域経済の活性
化を促進する交流
拠点の整備

■多様な来訪者の
交流を広げるネッ
トワークの構築

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○KPIの推移は良好
であり、重点事業
は順調に進捗して
いると考えられ
る。

【委員意見】
○観光案内所は土
日の利用者が増加
している。駅前か
らのバスの利用者
が長く列をなす様
子も見られる。今
後、旧吉田茂邸が
一般公開された効
果などが、現れて
くるのではない
か。

○多くのKPIが達成
されているのに、
最終的な数値目標
の成果に結びつい
ていない。原因の
検証も必要ではな
いか。

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H28)

地方創生
関係交付

金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  
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指標 基準値 目標値 H28 H29（見込） H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

０歳～14歳の人口
割合

12.2%
(H26)

12.2% 11.3%

出生数
169人
(H26)

200人 186 Ａ

　子育てコンシェルジュの配
置や、養育支援訪問を開始す
るなど、安心して子どもを産
み育てられる環境を整えたほ
か、特定不妊治療及び不育治
療への助成による成果（不妊
４人、不育１人）も現れてい
る。

　妊娠・出産・子育ての切れ
目ない支援をめざし、各種事
業を継続して実施し、安心し
て子どもを産み育てられる環
境を整える。

子育て世帯のずっ
と・当分住み続け
たい意向

69.3%
(H26)

75.0% ― ― Ａ

　「子ども笑顔かがやきプラ
ン」に基づき、９割以上の事
業で取組みが進められてお
り、子育て支援に係る環境が
向上してきている。
（指標値が不明のため、定性
的な評価のみとしています）

　引き続き、子ども笑顔かが
やきプランに基づく取組みを
推進していく。

待機児童数
18人

(H27)
０人 18人 18人 Ｂ

　「子ども笑顔かがやきプラ
ン」における量の見込みと確
保方策に基づき、平成28年４
月に私立認定こども園を１園
開園し、待機児童解消を図っ
た。

　平成29年度末に町立幼稚園
を統廃合し、平成30年４月１
日に公私連携幼保連携型認定
こども園の開園に向けた取組
みを実施し、待機児童解消を
進めていく。

子育て支援セン
ター利用者数

14,330人
(H26)

18,500人 17,162人 18,000人 Ｂ

　イクメン講座の開始や子育
てコンシェルジュの配置など
の取組みにより、目標値に向
けて利用者数は伸びている。

　講座開催や健診等での周知
徹底を図り、利用者を増やし
ていく。また、東部子育て支
援センターの整備に向けた取
組みを進めていく。

学童保育登録者数
151人
(H26)

183人 171人 204人 Ａ

　学童保育を利用する保護者
負担の軽減を図るため、保育
料を改定した（平成29年4月～
施行）。また、小学校の余裕
教室を活用しながら、学童施
設スペースの確保を行い、利
用者が安心して楽しい生活で
きる環境を整備するなどの取
組みにより、登録者数は増加
している。

　児童の情緒面や安全性を考
慮し、十分な生活の場を確保
することにより、今まで以上
に学童保育所を利用する児童
が安心して楽しい生活できる
環境を整えていく。

放課後子ども教室
登録者数

450人
(H26)

500人 466人 490人 Ａ

　放課後子ども教室への登録
者は年々増加傾向にあり、放
課後の学校施設を有効に活用
し、児童の安全・安心な居場
所を設け、異年齢や地域との
交流など様々な取組みが実施
できている。

　放課後児童クラブと放課後
子ども教室との連携を図りな
がら、また、全ての児童が参
加することができる共通プロ
グラムなどを積極的に実施し
ていく。

各学校の教育用コ
ンピュータ数

40台
(H27)

80台 40台 40台 Ｃ

　１クラス分の児童・生徒数
（最大40名）のコンピュータ
は確保できているが、その時
間に使えるクラスは校内で１
クラスに限られるため、授業
が重なった場合にはお互いの
調整が必要となる。

　コンピュータ室で使用する
コンピュータ以外にも、各教
室で使えるタブレット等も視
野に入れて検討していく。

英語指導助手数
２人

(H27)
３人 ２人 ２人 Ｃ

　平成32年からの新たな英語
教育の本格展開に向けて、
５・６年生だけでなく、３・
４年生の外国語活動の授業へ
の対応を考えると、現行の指
導助手２名体制だけでは難し
い。

　平成30・31年の移行期間に
小学校３～６年生に外国語の
授業として15時間が新たに加
わることも見据え、学校の
ニーズを把握していく。

◆事業１～事業３
については、KPIが
順調な推移を見せ
ており、引き続き
「子ども笑顔かが
やきプラン」等の
関連計画に基づい
て各事業の推進を
図っていく。

◆事業４について
は、KPIの達成のた
めには予算措置が
必要であり、限ら
れた財源の中です
べてを実施してい
くことは難しく
なっている。教育
環境の整備は、設
備や人的配置の面
だけでなく、教職
員へのICT機器活用
に向けた研修の実
施や、身近に英語
とふれあうための
環境づくりを進め
るなど、ソフト面
からも向上させら
れるような取組み
を進めていく。合
わせてKPIについて
も、指標の設定が
適切であるか、目
標値が適切である
かを検証する。

事
業
１

妊娠・出産・子育
てに関する総合支
援の推進

◆妊娠・出産・医療体制
の確保と子育てに関する
支援体制の充実
◆東海大学医学部付属大
磯病院の産科再開をめざ
した取組み

（認定事業なし） -

事
業
２

ワークライフバラ
ンスを支援する保
育サービスの充実

◆ニーズに対応した多様
な保育サービスの充実
◆しごとと子育てを両立
できる支援体制の充実

・国府幼稚園統廃合
（私立認定こども園誘
致）事業

事
業
４

時代の変化に対応
した教育環境の整
備

◆ＩＣＴ教育環境の整備
充実
◆グローバル化に対応す
る外国語教育の推進

・学校図書館連携シス
テム整備事業

④

事
業
３

戦
略
２
　
大
磯
で
若
い
世
代
の
結
婚
・
出
産
・
子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る

◆若い世代の結
婚、出産、子育て
の希望を叶え、若
い世代に選ばれる
まちづくりの推進

　若い世代の結婚
や出産に対する価
値観の変化や雇用
形態の変革等によ
り、少子化、晩婚
化などの社会問題
が発生していま
す。安心して結
婚・出産・子育て
ができる環境を整
備するとともに、
しごとと子育ての
調和が取れ、大磯
に若い世代が住み
続けたくなるまち
づくりをめざしま
す。
　また、次世代を
担う子どもたちの
健やかで力強い成
長を実現するた
め、特色ある学校
教育ときめ細かな
支援を提供するこ
とで、若い世代に
選ばれるまちづく
りをめざします。

■安心して子ども
を産み育てやすい
環境の実現

■しごとと子育て
の調和を実現する
子育て支援サービ
スの充実

■心豊かに成長で
きる子どもたちの
育成

■社会で活躍でき
る子どもたちの育
成

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○全体として順調
に進捗していると
考えられるが、事
業４のKPI達成のた
めには予算措置が
必要であり、改善
の余地がある。

【委員意見】
○「第２子以降の
保育料無料化」の
施策は、近隣市町
にも子育て中の母
親同士のネット
ワークで評判が拡
がり、大磯への転
入に繋がってい
る。待機児童数は
18人から変わって
いないが、転入者
増による対象者増
の側面もある。

○事業４はKPIに
ハード整備の内容
が設定されている
が、ハードの不足
を運用の見直しに
よって改善するな
ど、ソフト面にお
ける改善を評価す
ることが難しい。
そういったものを
指標値に設定する
ことが適している
のかどうか。
○事業４の方向が
環境整備をめざし
ているものである
ため、KPIの設定と
しては致し方ない
面もあると思う。

④

放課後の子ども健
全育成への支援

◆放課後の居場所づくり
の充実
◆地域の人材を生かした
子育て支援の推進

（認定事業なし） ④

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H28)

地方創生
関係交付

金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  

※基準値根拠不明のため推定 

次回調査予定は、H30頃総計アンケート 
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平成28年度　大磯町人口ビジョン・総合戦略評価シート

ＡＣＴＩＯＮ

町評価

指標 基準値 目標値 H28 H29（見込） H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

昼夜間人口比率
77.4%
(H22)

80.0%
79.1%
(H27)

事
業
１

地域産業ビジネス
に対する創業支援
の充実

◆地域の資源や人材が持
つノウハウを生かした産
業創出への支援

町内事業所数
1,192か所

（H27)
1,250か所 （認定事業なし） - 1,139か所 1,200か所 Ｃ

　後継者不足などにより、前
年の基準値を下回っている。

　商工会や金融機関と連携
し、制度融資及び創業者支援
メニュー等の周知・充実を図
る。

空き家利活用実績
の件数

０件
（H27)

５件 ０件 ２件 Ｂ

　「空き家アンケート」を平
成29年6月に実施し、空き家
オーナーからの相談件数が増
加しており、今後の利活用に
むすびつくことが期待でき
る。

　空き家・空き地処分につい
て協定を結んだ不動産協会へ
の紹介や、苦情対応などの相
談に応じつつ、「空き家アン
ケート」の実施など、引き続
き空き家等の適正管理の促進
に努める。

認定農業者数
27人

（H27)
30人 26人 24人 Ｃ

　高齢化に伴い更新を実施し
ない者及び死亡により認定農
業者数は減少している。

　認定農業者への勧誘活動の
実施により、認定農業者数の
増加に努める。

年間新規就農者数
２件

（H27)
４件 ２件 ２件 Ｂ

　新規就農希望者からの相談
を積極的に受けており、新規
就農に結びついている。

　新規就農希望者の農地確保
が円滑に進むように、農業委
員会と協力して、農地情報の
整備や農地の集積・集約を促
進する。

新規就漁者数
０人

（H27)
３人 ０人 １人 Ｃ

　新規就漁者は０人であった
が、平成28年度資格審査委員
会において新規就漁希望者１
名の審査を実施している。

　漁業協同組合と連携し就漁
へのPRなどを図っていく。

町民一人１日当た
りのごみ排出量

895g
（H26)

882g 959ｇ 918ｇ Ｂ

　直近５か年においては減少
傾向（平成24年度以降：1008
ｇ,982ｇ,895ｇ,933ｇ,959
ｇ）が見られるものの、近年
は台風による海岸ごみの増加
等により一時的な増加が見ら
れる。

　目標値達成に向けて、おお
いそ廃棄物減量化等推進員と
協働し、引き続き生ごみの水
切りの徹底や生ごみ処理機の
普及啓発を行い、ごみの減量
化を推進する。

スマートエネル
ギー設備補助件数
累計

23件
（H26)

170件 52件
(＋９件)

73件
(＋21件)

Ｂ
　年度により補助件数に増減
はみられるが、申請や問合せ
は一定数ある。

　スマートエネルギー設置導
入補助制度の促進を図りつ
つ、申請件数の実績から補助
内容の見直しの検討を行って
いく。

◆取組みをスター
トさせたばかりで
あり、KPIの推移は
順調とは言えない
が、これまでの事
業を継続して実施
し、事例を積み重
ねていく。

◆商工関係団体や
金融機関等との連
携、町内外からの
新規就農希望者へ
の農地貸借への積
極的な支援などを
通じ、起業及び新
規就農・就漁、販
路開拓、マッチン
グ等の支援を行っ
ていく。

事
業
２

地域雇用の場の整
備と担い手の育成

◆地域雇用の場の創出
◆担い手となる新規就業
者、後継者への育成支援

（認定事業なし） -

事
業
３

持続可能な社会に
向けた事業の推進

◆３Ｒ（リデュース・リ
ユース・リサイクル）の
推進
◆省エネルギー、再生可
能エネルギーの利活用の
推進やエコビジネスの創
出に向けた支援

・（仮称）リサイクル
センター整備事業

戦
略
３
　
大
磯
に
し
ご
と
を
つ
く
り
安
心
し
て
働
け
る
よ
う
に
す
る

◆持続可能な産業
基盤と安定した雇
用環境の構築

　社会経済情勢や
多様化する消費者
ニーズ等により、
地域の産業と雇用
状況は大きく変化
しています。地域
経済に活力をもた
らし、持続可能な
産業基盤を確立さ
せるため、新たな
産業を創出し、
「しごと」を生み
出すことで、新た
な雇用を促進し、
財政基盤が安定し
たまちづくりをめ
ざします。
　また、就業機会
の拡大により、若
い世代を引き付
け、安心して大磯
で働ける環境整備
と大磯で働くこと
を希望する意欲を
高めます。

■新たな地域産業
の育成に伴う地域
経済の活性化

■安定した雇用の
確保による地域経
済の活性化

■環境負荷の少な
い持続可能な社会
の創生

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○KPIの進捗は思わ
しくないが、戦略
全体の方向性は間
違っていない。少
しずつ事例を増や
していくこと、そ
のために需要と供
給のマッチングを
図ることが重要で
ある。町の取組み
を浸透させること
で効果は現れてく
ると考えられる。

【委員意見】
○町内事業者数が
減少しているが、
廃業の理由として
経営者の死亡によ
り後継者がいない
ということが多
い。経営者の年齢
をみると、老舗の
事業所であっても
数年後には半減し
てしまうかもしれ
ない状況にある。
社会として後継者
を育てていく必要
がある。
○事業継続のひと
つの方法として、
金融機関ではM&A
（合併・買収）の
取り次ぎを行って
いるが、実績は少
ない。

○新規に事業を始
めるのは、大磯市
の出展者やデザイ
ナーが多い。

○もともとなかっ
たものを１に増や
すのは大変なこと
である。先例があ
ることで、次の事
例につながってい
くと思う。

-

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H28)

地方創生
関係交付

金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  

次回調査予定は、H32国勢調査 
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平成28年度　大磯町人口ビジョン・総合戦略評価シート

ＡＣＴＩＯＮ

町評価

指標 基準値 目標値 H28 H29（見込） H30 H31 H32 評価 評価理由 今後の方針 評価 意見等 今後の方向性

数
値
目
標

住み続けたい人の
割合

81.8%
（H26)

88.0%

町民活動団体数
22団体
（H27)

30団体 23団体 23団体 Ｃ
　町民活動に関する情報提供
や支援を行い、僅かながらも
団体数は増加している。

　町民活動の拠点場所を整理
していく。

町民活動推進補助
金申請数

６件
（H27)

※１件辞退

10件 ５件 ７件 Ｂ

　申請件数は横ばいである
が、採択件数は３件から５件
に増加しており、町内で広く
周知されてきている。

　今後も継続して予算を確保
し、事業を実施する。

事
業
２

健康なくらしのサ
ポートの充実

◆地域全体でライフス
テージに適した健康づく
りの推進
◆地域医療、救急医療体
制の確保

ロコモティブシン
ドロームの予防行
動実施率(60～75
歳)

25.2%
（H26)

50.0%
・スポーツ健康増進計
画策定事業 - 37.8% - Ｂ

　ロコモティブシンドローム
の予防について、おあしす24
健康おおいぞ、介護予防事業
等に取り入れており、実施率
が向上している。

　ロコモティブシンドローム
予防事業を継続して取り組ん
でいく。

消防団員充足率
96.0%

（H27)
100.0% 95.0% 96.0% Ｂ

　現在、団員の充足率は横ば
い状態であるが、女性を含め
た団員募集とともに団活動の
状況を広報誌等に掲載し、消
防団員の入団が図られた。

　今年度末に消防団員役職者
の任期が満了となり、退団者
が予想されることから、更な
る積極的な募集活動を行って
いく。

防災訓練参加率
57.0%

（H27)
80.0% 67.0% 70.0% Ｂ

　安否確認訓練を継続的に実
施することで、参加率の向上
が図られている。

　安否確認訓練の住民周知の
徹底を図るとともに、訓練継
続性の維持に努める。

交通空白地域の解
消（か所数）

０か所
（H27）

２か所 １か所 １か所 Ｂ

　西小磯東区の一部（赤坂地
域全域、谷戸口地域、沢尻地
域）を交通不便地域に指定
し、当該地域に乗合タクシー
の運行を開始したことで、交
通空白地が１か所解消され
た。

　他の地域においても住民と
協働のもとに地域のニーズに
適合した公共交通を整備して
いく。

町内８河川の平均
BOD値

3.8㎎/ℓ
（H26)

3.2㎎/ℓ 3.6mg/ℓ 3.5mg/ℓ Ｂ

　継続的に調査を実施し、町
内の状況を把握できており、
一定の水質改善が見られてい
る。

　前年度同様、調査を行って
いくとともに合併処理浄化槽
への転換や下水道への接続替
えに向けて普及啓発を行う。

◆町の活力を保
ち、健康で安心し
て住み続けられる
ための施策であ
り、継続して実施
していく必要があ
る。これまでの方
向性に沿って事業
を実施していく
が、KPIの推移は緩
やかであることか
ら、それぞれの事
業において実施方
法の見直し等を図
り、より実効性の
高い事業となるよ
う取り組んでい
く。

◆進捗状況を把握
できないKPIがある
ため、指標の設定
が適切であるかな
どを検証する。

事
業
１

多世代による新た
なコミュニティの
創生

◆地域で暮らす人のつな
がりを生かしたコミュニ
ティビジネスの創出
◆地域主体のまちづくり
活動の促進

・茶屋町会館整備事業 -

事
業
３

地域防災体制の強
化

◆消防団を中核とした地
域防災力の向上
◆自助、共助による地域
防災活動への取組みの推
進

・消防指令センター共
同整備事業
・消防車両更新事業
・消防団車両更新事業

事
業
４

生活環境の改善整
備

◆地域公共交通機関の利
便性向上の推進
◆水質保全に向けた生活
排水対策の推進

・交通空白地域解消事
業
・公共下水道整備事業
・公共下水道維持管理
事業

-

戦
略
４
　
大
磯
の
地
域
が
連
携
し
あ
い
安
全
・
安
心
な
く
ら
し
を
つ
く
る

◆地域の連携を強
く結ぶコミュニ
ティの創生と安
全・安心なくらし
の実現

　核家族化や高齢
化の進行等によ
り、地域のコミュ
ニティが衰退し、
地域社会での人の
つながりが希薄化
しています。住み
慣れた地域で安心
して自分らしく暮
らせるように、多
世代が連携した新
たな地域コミュニ
ティを創出し、い
きいきと活躍でき
るまちづくりをめ
ざします。
また、安全・安心
に暮らせる社会を
作るため、地域と
地域のつながりを
強くする社会基盤
を確立します。

■地域のコミュニ
ティを再構築し誰
もがいきいきと暮
らせる社会の創生

■健やかに安心し
て生活できるくら
しの実現

■地域全体で取り
組む安全・安心な
まちづくりの推進

■誰もが安心して
快適に暮らせる生
活環境の実現

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

【評価理由】
○特に目覚ましい実
績は見られないが、
KPIの達成に向けて
進捗は見られる。

【委員意見】
○町民活動団体数
（NPO登録団体数）
がKPIとなっている
が、町民1,000人に
対して１団体の割合
であり、目標値が高
すぎるのではない
か。既に大磯町は町
民活動が活発と言わ
れており、NPOでは
ない団体が多く活動
している。
○地域会館などで趣
味の活動なども活発
である。
○より町民の活動量
が捉えられるよう、
弾力的にKPIを考え
ることも必要であ
る。

○消防団員充足率に
ついては、100％が
目標ではあるが、６
～７人不足している
状態が続いている。
団員を確保する取組
みは相当行われてい
るが、あと少しがな
かなか埋まらない状
況にある。

○商店が衰退するな
どのマイナス要因も
多く、数値目標を向
上させるのは相当難
しく思える。どうし
たら住み続けたいと
思える町となるのか
を考えることが重要
である。
○後期基本計画策定
の際のアンケートで
も買い物に不便を感
じるという意見が多
く出されていた。

-

ＰＬＡＮ ＤＯ ＣＨＥＣＫ

戦略 要旨 方向性 重点事業 事業の概要
数値目標・KPI 実施状況等

（H28)

地方創生
関係交付

金

数値目標・KPIの推移 担当課評価 審議会評価

地方創生関係交付金 

◆【H27】地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型） 

 ① － 邸園文化交流事業（活動団体への補助） 

 ② － 海浜・港湾エリアの特長を活かした地域活性化事業（レンタサイクル事業） 

 ③ － 中学校給食実施事業（一時保管施設整備、給食実施） 

 ④ － 子ども・子育て支援事業（保育士等の質向上支援、放課後子ども体験学習、幼保ふれあい交流、集団生活サポート、子ども発達相談） 

◆【H28】地方創生加速化交付金 

 ⑤ － 近現代の歴史舞台からの地域づくり事業（吉田茂展開催、ブランドメッセージ・大磯暮らし制作、自転車ルート整備） 

担当課評価 

Ａ － 順調に推移 

Ｂ － 一定の進捗がある 

Ｃ － 進捗は遅れている 

Ｄ － 進捗は大幅に遅れている  

審議会評価 

Ⅰ － 重点事業が順調に進捗しており、事業の効果が認められるため、重点事業を継続して実施する。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに順調に推移している】 

Ⅱ － 概ね重点事業が順調に進捗しているが、一部の事業を改善する必要がある。 

   【重点事業の実施により、数値目標・KPIともに概ね順調に推移しているが、一部のKPIの進捗が遅れている】 

Ⅲ － 重点事業を実施したものの、十分な成果が得られておらず、一部の事業を見直す必要がある。 

   【重点事業は実施されているが、数値目標・KPIともに進捗が遅れている】 

Ⅳ － 重点事業のさらなる推進が必要である。 

   【重点事業の進捗が遅れている】 

Ⅴ － 達成状況を検証する数値目標を見直す必要がある。 

   【数値目標とKPIの関連性が低いなど、重点事業の進捗状況を適切に判断できない】  

次回調査予定は、 

H30頃総計アンケート 

次回調査予定は、 

H33頃健康づくりアンケート 
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